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1,466

1,466

1987年→2017年 ～停滞を続けた日本の30年

名目GDP 人口 株価

1987年 = 100、（左）1987年・（右）2017年

※1987年、NTTが携帯電話サービス開始

空飛ぶクルマ・・・ 家庭用核融合発電装置・・・

これからの30年、
どう変わる?
どうありたい?

?
携帯はスマホへ、通信速度は約10,000倍に

移動通信 1987年※ 2017年

通信方式 アナログ方式 LTE-Advanced

通信速度 9.6Kbps 1Gbps
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音声通話 高画質動画

30年間の大きな変化 実現しなかった「未来予想」も

※中国の株価は香港

（出所）Bloomberg、IMF、総務省資料等よりみずほ銀行産業調査部作成



全体の構成
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日本が目指すべき２０５０年＝「ありたき姿」とは？

－ 誰もが将来不安なく、安心・安全に暮らしている社会

①公平・公正（フェア）で、②各々が社会の中で役割を果たし（エンゲージド）、

③持続的に豊かさを享受できる（サステナブル）社会

⇒ 「ありたき姿」の実現に向けて、何をすべきか？

２０５０年に向けての世界経済・技術動向（以下の議論の前提となる想定）

－ 世界経済はアジアを中心に拡大、テクノロジーの進化は様々な分野で非連続的な変化を惹起、

経済・社会に大きなインパクトを与える

Ⅰ章

Ⅲ章

２０５０年、問題先送りを続けると日本の経済・社会はどうなるのか（避けるべき未来）？

－ マイナス成長が常態化、政府債務も累積。経済・社会基盤は大きく毀損
Ⅱ章
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Ⅰ．2050年の世界経済・技術動向の想定



１．世界経済：アジアの時代
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2050年の世界の地域別人口・ＧＤＰ

 2050年にかけて、世界経済に占めるアジアのウェイトが拡大。世界経済の中心は名実共にアジアに

（注） 2015年の名目GDPドルベースを基準に試算。アジアは日本を除く （出所） IMF、UNよりみずほ総合研究所作成
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２．アジアの時代：アジアは“日本化”（都市化・高齢化等）への対応が課題
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 経済成長が進む一方、“日本化”（少子化・高齢化・都市化等の負の側面）への対応が課題に

アジア各国の高齢者比率

（出所） 国連人口部よりみずほ総合研究所作成
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アジアで起きる変化と課題・機会

（注） 課題・機会は、青字が課題、黒字が機会
（出所） みずほ総合研究所作成

変化 課題・機会

アジア各国
の関係性

中印の影響力が強まるなか、
ASEANの経済統合が深化

ASEAN域内の物理的
連結性が向上

（多国間インフラ整備が進展）

所得階層 高所得層が拡大
消費の高度化が進展

（人口増以上に消費増）

人口動態 多くの国で生産年齢人口減
少とともに少子高齢化進展

少子高齢化の進展にあわせ
た社会体制の構築が課題に

都市化 都市化率が急速に拡大
急速な都市化に伴う

整備が課題に
（交通、廃棄物、災害、水・・）

資源・ＣＯ2 経済成長に伴い、
ＣＯ2発生量も増加

省エネ・新エネの導入による
対応が必要に

中国
イノベータ・資本輸出国

としての中国の台頭

少子高齢化進展に伴う
社会保障整備の必要性

自動化の需要増大
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３．資源・環境：加速する省資源化へ向けた国際的な潮流
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 世界人口は100億人近傍にまで拡大。食料需給は逼迫、温室効果ガス削減への対応は待ったなし

 こうした環境変化は、省資源社会やサーキュラー・エコノミーの実現を加速させることに

世界の一次エネルギー供給見通し（IEA）
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穀物は、11.5
億トンの生産
増加が必要

1.51倍

1.45倍

1.67倍

1.65倍

1.55倍

2050年における世界の食料需給見通し

（出所）IEA, Energy Technology Perspectives 2017よりみずほ銀行産業調査部作成
（注1） IEA“Reference Technology Scenario”における見通し。
（注2) 「2℃目標」とは、「地球の平均気温上昇を産業革命前から2℃未満に抑える」

という国際的な目標。IEA”2℃ Scenario”における見通し。

（出所） 農林水産省資料等よりみずほ銀行産業調査部作成

現行政策の
延長線（注1）

「2℃目標」
の達成（注2）

「2℃目標」達成には、世界的に

省エネ、非化石化の更なる拡大が必要

化石
燃料



４．テクノロジー：①2050年迄に「実装化」が想定されるテクノロジー
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エネルギー

ヘルスケア

社会インフラ

通信/ＩＴ/
ロボティクス等
（基盤技術）

全固体電池
（高容量・高出力特性）

統合制御技術（VPP、電力P2P）
（蓄電技術、ＡＩ、ブロックチェーン）

ＣＯ2フリー水素の
製造・貯蓄

再エネの
基幹電源化

温暖化ガスの
大幅削減

ＺＥＢ・ＺＥＨ （パッシブ建築、
低消費OA機器、太陽光パネルの建材化等）

予防高度化・
重症化阻止

健康寿命
延伸

ゲノム解析技術
（遺伝子検査サービス）

個別化医療
（分子標的薬、コンパニオン診断）

再生医療、ゲノム医療技術、
バイオ医薬品

生体イメージング機器
の高度化

（出所） みずほ情報総研作成

完全自動運転システム

製造プロセス高度化、
マスカスタマイゼーション

・・・

量子コンピュータ
（超高速化）

量産型3Dプリンタ
（多品種少量生産）

ＡＩ高度化
（シンボルグラウンディング等）

ロボティクス： 自律化（ＡＩ高度化）、高度駆動・制御技術
（多自由度アクチュエーター等） 、 統合化技術（ロボット同士の協調）

量子暗号（高度セキュリティ）LPWA（低コスト無線システム）、 ５Ｇ

インフラデータベースとリアルタイムデータの統合
（BIM・CIM、電子・光学・画像処理技術、モニタリングシステム、

ＡＩ・ビッグデータ解析）

スマート建設・
インフラ維持
管理システム



４．テクノロジー：② 自動車の変化とモビリティ革命
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 自動車における技術革新とサービス産業化の進行により、モビリティ革命が実現

― 産業構造・都市構造・ライフスタイルなど、経済・社会に劇的な変化をもたらすことに

技術進歩によるモビリティ革命

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

2020年代 30年代

電動化

知能化

情報化

 エンジン車は２０２０年代に
ピ－クアウト

 完全自動運転が２０３０年代
半ばに普及

 MaaSとの結びつきで台数影響

エンジン車
ピークアウト

電動車販売（※）

約3割
（※HEV、PHEV、EV）

完全自動運転
普及期

想定される変化

完全自動運転
投入開始

MaaS
（注）

 コネクティッド化

⇒（内部）自動運転

⇒（外部）ＭａａＳ

Infortainment

ドライバ
モニタリング

全地球
常時接続

 所有から利用への概念変化

 多様なサービスプラットフォー
ムが開花

ロボットタクシー
出現

マルチモーダル
交通

40年代 2050年

（注） Mobility as a Service

モ
ビ
リ
テ
ィ
革
命

産業構造の変化
•クルマと様々なサービス
の融合
•サプライチェーン・
バリューチェーンの変革

街・都市の変化

•モビリティ（移動）を最適
化する都市設計

ライフスタイルの
変化

•移動コストの劇的な
低減による人々の行動
変容



４．テクノロジー：③ モビリティ革命による都市・街の進化
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 コネクテッド化された交通システムにより、都市・環境の特性に応じた移動モードの最適化が実現

― モビリティと様々な財・サービスが融合、産業構造のみならず街・都市の形も変化

街・都市におけるモビリティの在り様

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

都市交通の
最適化

所有＋シェアリング

街のモビリティ
最適化

×
自家用車乗入れ制限

【 都市圏 】【 コンパクトシティ 】

週に1回
会社へ出社

サテライトオフィス
テレワーク

ロボットタクシー
で顧客誘引

都市間輸送モードから
都市/市街地内輸送モード

へのスイッチの最適化
電力

ビッグデータ解析

車内で

仕事、娯楽、
読書、・・・
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モノづくり高度化がもたらす地産地消の更なる進展

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

完全自動・無人化工場、多品種少量生産の実現・普及

“匠の技”に依拠しない高品質なモノづくりが広く普及

→ 製造の付加価値は低下（スマイルカーブ化）

→ 研究開発力に加え、企画力、デザイン力で差別化

マスカスタマイゼーションを実現する為のサプライチェー

ンの最適化が進展

→ 組立加工品は輸出モデルから更なる地産地消

シェアリング

所有・
利用

販売（売り切り）

成果課金
メンテナンス

将来

現在

ＡＩ・ロボット・３Ｄプリンタなど
による生産プロセスの高度化

売り切りからシェアリング・成果課金へのシフト

 製造領域の付加価値が縮小するに連れ、ビジネスモデルは「モノからサービス」、シェアリング・

成果課金へとシフト。モノとサービスの融合が進み、産業の垣根は一層低下

データ収集

所有を前提としない利用形態の拡大（所有と利用の分離）

販売量依存の売り切り型からの転換

→求められる「モノ」の性質の変化(耐久性・再利用等）

→モノ売りからサービス化へ （シェアリング/成果課金）

顧客データの収集・分析により新たなサービス創出

→ 異業種を巻き込んだプラットフォーム構築が鍵

４．テクノロジー：④ テクノロジーの進展がもたらす付加価値領域・ビジネスモデルの変化



４．テクノロジー：⑤ テクノロジー進展がもたらす雇用への影響
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 ＩoＴ・ＡＩ・ロボット等の普及に伴い、事務職中心にコンピュータによる代替がほぼ完了

 コンピューター化が進みにくい職種（経営管理職、専門職）では、知見・技能の高度化が更に進展
― 雇用形態の変化（ジョブ型雇用・兼業前提）、自社社員以外の人材活用が進む。内外人材を活用した新しいビジネスの

創出力が一層重要に

コンピュータ化確率の高い仕事・低い仕事 テクノロジー進展に伴う企業の雇用の在り方（イメージ）

コンピュータ化確率
の高い仕事

コンピュータ化確率
の低い仕事

電話営業員
不動産ブローカー

経理担当者
保険審査員

データ入力者
タクシー運転手

レジ係
保険営業員
医療事務員
小売営業員

税務申告書作成者
・・・

経営者
マーケティング責任者

人事マネージャー
システムアナリスト

外科医
内科医
看護師
聖職者

心理カウンセラー
科学者

セールスエンジニア
・・・

経営管理

専門家

専門家

企業

企業 企業

専門家 専門家

狭義の企業の雇用者
（専属での企業雇用者）

広義の企業の雇用者
（事業・企画内容に応じて都度雇用）

専門家

（注1） コンピュータ化確率は今後10～20年以内にＡＩ含む広義のコンピュータに代替される確率。
（注2） コンピューター化確率90％超を確率の高い仕事、確率10％以下を確率の低い仕事とした。
（出所）Frey and Osborne(2017）よりみずほ総合研究所作成 （出所）みずほ総合研究所作成

経営管理

専門家

経営管理

専門家



Ⅱ．2050年「こうなってはならない」日本の姿

～問題先送りを繰り返した結果の一つの姿～
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問題先送りの日本：2020年代半ばからマイナス成長が常態化、財政逼迫は深刻
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潜在成長率 債務残高ＧＤＰ比

（出所） 各種資料よりみずほ総合研究所作成 （出所） 各種資料よりみずほ総合研究所作成

 労働投入、資本投入のマイナスを生産性の伸びで補えず、マイナス成長が常態化

 債務残高ＧＤＰ比は約500％まで拡大。皆保険制度や年金制度の維持は困難に
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2015年

雇用：ＡＩ進展のなかで雇用ミスマッチが拡大すると・・

医療：健康寿命が延びず、医療費需要が増えると・・

2015年

産業：インフラ等基盤の劣化、技術力の低下が続くと・・

ＡＩ・ＩＴを活用できる人材とそうでない人材の間で格差が拡大

医療費増加に耐えられず、皆保険制度が成り立たたず

（出所） みずほ総合研究所作成

RICH

POOR

2015年

インフラ：財政ひっ迫でインフラ整備ができないと・・

インフラ整備が進まず、老朽化設備が増加・事故が多発

2015年

企業や高度人材が海外に流出し、産業が空洞化

company

2050年の日本：このままだと起きかねない悲惨な未来

問題先送りの2050年 問題先送りの2050年

問題先送りの2050年 問題先送りの2050年



人口の長期見通し

2050年の日本：人口減・高齢化と技術進歩への対処の遅れがもたらす５つの課題

16

（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計
人口」よりみずほ総合研究所作成

問題先送りを続ける日本で起きる５つの致命的課題

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

 人口は1億人割れ寸前の水準に。高齢化比率は38％（2015年：27％）にまで上昇

 最新テクノロジーの活用が遅れる結果、社会制度、インフラ、産業構造等の抱える課題は手付かず
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（億人）

（年）

推計

1. 雇用 ：雇用ミスマッチ拡大・格差固定化

2. 医療・社会保障 ：皆保険崩壊・社会保障大幅減

3. インフラ ：インフラ老朽化・過疎化進展

4. 資源 ：コスト負担増大

5. 産業 ：産業基盤弱体化・空洞化加速

構造的変化に対する改革・対応が進まない

＝ 問題先送りが続けられる結果、

 日本では人口減・高齢化が進行
⇒ 人口増加時代の制度は維持できない

 世界ではテクノロジーの革新が進展
⇒ 日本はテクノロジーと調和・共存できない



１．雇用：自動化技術が進展。雇用ミスマッチが進む結果、賃金格差が拡大
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 自動化が進む事務職等で雇用過剰感が高まる一方、データサイエンス・ＡＩ技術等のスキルを要する

専門・技術職、管理職での労働力不足が深刻化

 生産年齢人口減少と雇用ミスマッチ拡大により、2040年頃から労働力は毎年1％超のペースで縮小

コンピュータ化確率と有効求人倍率

（注） コンピュータ化確率は今後10～20年以内にＡＩを含む広義のコンピュータに代替される
可能性を示す確率。ＡＩなどの新規技術により発生する雇用創出を含んでいない点に
留意。バブルの大きさは就業者数規模を指す

（出所）Frey and Osborne(2017）、浜口・近藤（2017)、総務省「国勢調査」、厚生労働省「一般
職業紹介状況」よりみずほ総合研究所作成

労働投入量（前年度比）

（注） 2017年度以降の数値はみずほ総合研究所予測。5年平均値
（出所）各種資料より、みずほ総合研究所作成

▲ 1.2

▲ 1.0

▲ 0.8

▲ 0.6

▲ 0.4

▲ 0.2

0.0

91-9596-0001-0506-1011-1516-2021-2526-3031-3536-4041-4546-50

（％）

予測値

専門・
技術

管理 保安

サービス

運搬・清掃・包装

事務 農林
漁業

販売

生産
工程

建設・採掘

輸送・機械運転

0

25

50

75

100

0.3 0.5 1.0 2.0 4.0 8.0

有効求人倍率

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
化
確
率

（倍）

更に労働需給が
ひっ迫しうる職種

更に雇用過剰感が
高まりうる職種（％）

汎用
技能

サービス

高付加価値
技能・サービス

（FY）
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医療・介護費

（兆円）

（FY）

高齢化による医療・

介護費の膨張は

不可避

医療ｻｰﾋﾞｽ
ｱｸｾｽ制限

２．医療・社会保障：医療・介護費増加を支えきれず、皆保険制度は維持困難に
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 国は制度維持に向けた様々な施策を実施中であるが、それらのみでは社会保障費の拡大に対応

できず、国民皆保険制度は維持困難に

現行路線と財政制約を加味した医療・介護制度の行く末

保険料
大幅増

自己負担
大幅増

保険
対象減

（出所） 厚生労働省「国民医療費」「介護保険事業状況報告」よりみずほ総合研究所・みずほ銀行産業調査部作成

・病院の機能分化
病床削減、平均在院日数の短縮

・地域包括ケアシステムの普及
在宅医療・在宅介護ｻｰﾋﾞｽの推進

サ高住・24時間対の普及

・ジェネリック医薬品の普及
長期収載品のｼﾞｪﾈﾘｯｸ化推進

国は様々な施策を実施中

超高齢化時代に突入
する中、これらの施策
だけでは、医療・介護
制度の維持は困難

財政破綻回避には、
負担増大・制限による
抑制が必要



３．インフラ：財政ひっ迫でインフラ老朽化が更に進行、地域間格差が拡大
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 消滅可能性自治体（20～39歳の女性が2040年にかけて5割以上減少する自治体）が急増

 人口減少自治体を中心に公共インフラの更新は困難、住民の生活水準は悪化

（注） 下水道管きょとは、下水道管及びマンホールを指す。
（出所） 国土交通省「国土交通白書」よりみずほ総合研究所作成

建築後50年以上の公共施設の割合都道府県別消滅可能性自治体の割合

（注） 国立社会保障・人口問題研究所の人口推計を前提とし、さらに人口移動率が収束しないと
仮定したときの20～39歳女性人口が、2010年から2040年にかけて半分以下になる自治体
数の割合。福島県については、今後の人口推計が困難なため、試算していない。

（出所） 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」、
日本創成会議人口減少問題検討分科会資料よりみずほ総合研究所作成

2013年
3月

2023年
3月

2033年
3月

道路橋 約18％ 約43％ 約67％

トンネル 約20％ 約34％ 約50％

河川管理施設（水門等） 約25％ 約43％ 約64％

下水道管きょ 約2％ 約9％ 約24％

港湾岸壁 約8％ 約32％ 約58％

消滅可能性
自治体の割合が

50％未満

（48％）

50％以上
60％未満
（17％）

60％以上
80％未満
（24％）

80％以上
（11％）



４．資源（エネルギー・食料）：安価での安定供給が困難となり、国民のコスト負担は増大

20

 エネルギー、食品等の安価での安定供給が困難となる結果、国民の生活コストは増大

― 送配電網の老朽化が進展する中、再エネ発電コストも高止まり。結果、ＣＯ２排出量削減目標も未達

― 食と農の国内供給基盤が弱体化、海外依存度が高まる中、食糧安全保障が深刻な課題に

今後のエネルギー（電力）インフラに係る諸課題

（出所） 資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁資料等よりみずほ銀行産業調査部作成

試算
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2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2025 2050

・・・・ ・・・・

（万人）

国内の農業基盤が一段と脆弱化

⇒海外調達依存度は更に増大

農業従事者の推移

（出所） 農林水産省資料等よりみずほ銀行産業調査部作成

送配電網（鉄塔等）の老朽化

 高度経済成長期に整備した多くの設備は今後
リプレイスする必要性が大

再エネ導入コストの高さ

 再エネ発電コストが他の電源対比高く、その結果、
普及は漸進的

人口減少

 コンパクトシティ化が進まず、エネルギーインフラ
の維持コストが減らない

温室効果ガス削減目標は未達、
一人当たりエネルギーコストが増大



５．産業構造：産業基盤が弱体化、日本企業の稼ぐ力の劣化をもたらす悪循環

 国内市場の縮小、最新テクノロジーの実装の遅れ等から、立地競争力の低下・産業基盤弱体化が

進行。大手企業の海外シフトは加速、「空洞化」は深刻に

労働供給の量的・質的低下

立地競争力の低下

先行き不安拡大・国内市場縮小

国内産業基盤の弱体化 日本企業の稼ぐ力の更なる低下

 生産年齢人口減少・高齢化

 ＩＴ・データサイエンス等高度人材の海外

流出

 技術・制度対応の遅れにより、
イノベーションを起こしづらい環境に

 税等負担・エネルギーコストが大幅増

 社会保障制度の事実上の崩壊

 雇用ミスマッチ拡大による所得減

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

21

技術革新による輸出競争力低下

国内市場縮小による業況悪化

大手企業中核機能の海外移転

 海外では、完全自動化・多品種少量生産

体制の実現により地産地消が普及、日本

からの製品輸出は減少へ

 需要減少と人手不足（供給制約）の悪循環

 テクノロジーを最大限活用できず、新たな
事業創出機会は限定的

 日本企業の“外国企業化”（研究開発・本社

機能など、中枢機能が海外に移転）

空洞化と

事業基盤劣化の

悪循環

基盤

企業

賃金減、税収減、労働需要減

事業環境の劣化

日本国内の基盤劣化による産業競争力の悪化



問題先送りの結果、日本は「不安で、安全が保たれない社会」に
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 安心・安全な暮らしが保たれず、格差が拡大・固定化し、人々の繋がりが隔絶された持続性の

ない経済・社会が現実化

問題先送りで日本が直面する2050年

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

格差が拡大した社会

雇用のミスマッチ拡大と
共に格差も拡大。

貧困の再生産が進展

隔絶された社会

失業者増大・
過疎地域拡大で、

やりがい・生きがいを
持てない人々が増大

持続性の無い社会

産業は空洞化し、経済
成長の基盤喪失。財政

もひっ迫、社会保障
制度は事実上崩壊

国内事業環境悪化
（人手/高度人材不

足、負担増、硬直的規
制）

国内空洞化
（大手企業・高度人材
の海外流出の加速）

産業・企業

所得減少・貧困増大
（雇用ミスマッチ、
エネルギー・食料品高）

セーフティネット瓦解
（医療・介護負担増）

将来不安（格差固定
化、インフラ荒廃）

個人・家計

再配分の機能不全状態
（負担増大、社会保障縮小、老朽インフラの放置）

政府

負のスパイラル

【 不安で、安全が保たれない社会 】2050年の日本経済の状態

山積みの課題に対し、対処療法ではなく、抜本的で大胆かつ包括的な取組みが必要



Ⅲ．2050年の「ありたき姿」とその実現に向けて



日本が目指すべき2050年のありたき姿とは ～誰もが安心・安全に暮せる社会
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全ての人に学びの機会が確保され、多様で効率的な
雇用システムが実現

１．雇用・教育

健康寿命の延伸を通じて医療等公的負担を軽減し、
社会保障制度の持続性を確保

２．医療・社会保障

世界を惹き付けるスーパーメガリージョンと、人々が
安心・安全に暮せるコンパクトシティを構築

３．社会インフラ

エネルギーを自給化し、温室効果ガスの「80％削減」
目標を達成

４．環境・エネルギー

整備された国内の制度・基盤をベースとして、
テクノロジーの進歩に伴うビジネスモデルの変革に
対応した産業構造が実現

５．産業構造

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

2050年の日本のありたき姿

不安で、安全が保たれない社会

 格差が拡大し、隔絶され、持続性が無い

【 問題先送りにより日本が直面する2050年 】

目指すべき2050年のありたき姿（ビジョン）は？

「誰もが安心・安全に暮せる社会」

公平・公正さの
実現（フェア）

機会の平等が実現、
貧困の再生産が生じない

豊かさと持続性の
実現（サステナブル）

構造転換により成長を
実現、持続可能な社会

システムを確立

生きがい・繋がり
の実現

（エンゲージド）

個人がそれぞれの存在
意義（役割）を感じられる

ビジョン実現
の５つの領域



company

company company

company

「ありたき姿」が実現すると、変わる未来
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雇用：教育改革で全ての人が技術を利活用できれば・・

医療：予防領域を拡大し、医療の高度化が実現すれば・・ 産業：テクノロジーを最大限活用できるようになれば・・

健康寿命が大幅に延伸、持続可能な医療保険制度の保持

問題先送りの2050年

問題先送りの2050年 ありたき姿の2050年

RICH

POOR

雇用のミスマッチや格差が解消された社会の実現

インフラ：コンパクトシティ化が実現すれば・・

これまで以上に住みやすい都市が実現

問題先送りの2050年

産業が集積し、海外からも企業・人材が集まる社会

問題先送りの2050年

（出所） みずほ総合研究所作成

company

company

company company

ありたき姿の2050年

ありたき姿の2050年 ありたき姿の2050年



１．雇用・教育：① 仕事と学びの好循環により、エイジレス・ジェンダーレス社会を実現
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 年齢・性別・国籍等に拘わりなく、誰もがクリエイティブに働き、意欲ある誰もが自らの能力を

磨き、創造力を養う教育を受けられる社会が実現

2050年のありたき働き方・学び方

仕事と学びの好循環を実現し、エイジレス・ジェンダーレス社会を構築

cafe

人はクリエイティブ
な仕事中心

idea

idea

idea

働く場所の
制約無し

働く企業の
制約無し

働く人・時間の
制約無し

生産・流通は
ＡＩ・ロボット中心

cafe

学ぶ場所の
制約無し

働き方

年齢・性別に関係なく、
誰もがやりたいことを

やりたいだけできる社会
創造に繋がる
学びが中心

学ぶ人・時間の
制約なし

優秀な人を更に
伸ばす

学ぶコストの
制約無し

（学費・生活費保障）

学び方

意欲ある誰もが安心して
教育を受け、能力を

伸ばせる社会

（出所）みずほ総合研究所作成

身につけた能力で
新たな仕事へ

必要な能力を身につける
ため学び直す

仕事と学び
の好循環

company

12

3

♪

♪♪

学費支援

生活費

支援
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テクノロジーとの共生による働き方

１．雇用・教育：② ヒトとテクノロジーの共生、様々な繋がりがもたらす新たな創造

 ヒトとテクノロジーが共生する働き方が確立。企業は、ヒトが創造力を涵養・発揮するための“場

（機会）”と“時間”を提供

創造性を促す“場” と“時間”の提供
～様々な繋がりがもたらす新たな創造～

（出所）みずほ総合研究所作成

デザイン

膨大な知的財産
データから権利侵害

の有無を確認

新製品の意匠を
検討したい

商品企画

商品売れ行きの
要因を知りたい

商品・顧客データ
から要因分析

マネジメント

従業員の能力やスキル
を引き上げたい

個人に応じた学習機
会、コンテンツを提案

創造性を促す“場”と“時間”の
提供がより重要に

（様々な繋がりが新たな創造をもたらす）

（出所）みずほ総合研究所作成

会社での繋がり 海外との繋がり

学校での繋がり 家族・地域との繋がり

idea

idea

idea

NEW
PRODUCTS

analysis

idea
idea

DATA

テクノロジー
の徹底した

利活用

研究開発

学術論文や調査レポート
をもとに論点整理

新たな研究テーマの
論点を知りたい

顧客サービス

現在提供している
サービスを拡充したい

既存事業や自社リソース
等とのシナジー検証



１．雇用・教育：③ リカレント教育の整備とともに、セーフティネットの充実を

 意欲のあるヒトが一生を通じて活躍する、また、ヒトが役割を担うべきエリアで活躍できる人材を創出

する観点から、リカレント教育の整備が重要。各種支援制度を整備

リカレント教育の在り方

（出所）みずほ総合研究所作成

学
び

仕
事

マ
ッ
チ
ン
グ

学び手に
求められる要素

担い手に
求められる要素

経
営

管
理

経営管理、研究開発
高付加価値サービス

人が主に担う仕事

身につけた技能に
即した仕事探し

創造に繋がる
学び・技能の習得

再教育機関としての
機能強化

仕事の変化に応じた
人事・雇用制度見直し

能力評価制度構築・
マッチング機能強化

リカレント教育を支えるセーフティネットの拡充（イメージ）

（注） 本図表で示している内容は、働く人の能力開発やキャリアアップを支援する
現行の教育訓練給付制度を大幅に拡充するイメージ

（出所）みずほ総合研究所作成

雇用保険
（特別会計）

国 庫
（一般会計） 子育て世帯

シニア
（年金未受給）

低貯蓄者

若年者

支給額の一部をローンとし、就労
等の条件を満たせば返済不要に

教育修了後も一定期間就労しない
場合等には支給額を返還

✔

✔

✔

大幅拡充

就労を促す仕組み

生活費

教育費

支援

対象者拡大

支給割合引上げ✔

生活費支給✔

重点支援の対象者

大学等

企業・政府

企業

28



１．雇用・教育：④ エイジレス・ジェンダーレス社会を支える柔軟な労働市場、人事制度

29

企業に求められる人事・雇用制度の見直し

（出所） みずほ総合研究所作成

正当な対価を提供
・職務、貢献度に応じた

賃金体系への転換

働き方の自由を提供
・勤務時間・日数の弾力化

・在宅勤務、兼業・副業前提

働き手のニーズに合わ
せた雇用形態を提供
・Job型雇用など職務要件に

即した多様な雇用形態を提供

人材確保・活用に向けた
人事・雇用制度の在り方

働き手が自己実現できる
機会の提供
・創造性を促す“場”や“時間”

の提供など自己実現を促す

機会を提供

（出所） みずほ総合研究所作成

柔軟な労働市場の確立

 多様なスキル・技能人材が活躍し、高い生産性を発揮できる環境を支える柔軟な労働市場、

人事・雇用制度が確立

企

業

Ｂ

企

業

Ａ

company company

労働紛争解決の仕組みを確立
・解雇の金銭解決制度の導入等

職業能力評価制度の構築
・産業横断的な職業能力

評価制度の構築

マッチング機能の強化
・ハローワークと民間による
マッチング機能強化

家庭と仕事の両立を促す制度の拡充
・子育て世代の資金的・時間的負担を

軽減する仕組みを構築

活発な人材移動
ミスマッチ解消



介護

２．医療・社会保障：① 健康寿命が大幅に延伸し、持続可能な医療保険制度が実現

30

 持続可能な医療保険制度の下、国民が安心して健やかに暮せる社会が実現

 疾病予測に基づく予防産業が拡大する一方、重病化予防により介護需要が大幅に減少

 健康寿命の延伸と同時に、金融資産形成への取組みも拡大（資産寿命の延伸）

2050年の目指すべき姿

統合化された医療・介護データベース

高度医療
再生医療
ﾊﾞｲｵetc

先制医療
疾病予防・予測

持続可能な医療保険制度健康寿命が延伸（寿命≒健康寿命）

資産形成（「資産寿命の延伸」）

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

予防事業

拡大 発達 発達 縮小



２．医療・社会保障：② 2050年に向けた３つのステップ
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 「2050年のありたき姿」に向けた３ステップ

－医療・介護提供体制の適正化を進めながら、医療データ基盤を整備

－産･官･学・医連携による医療の高度化・産業化を実現

－医療費を抑え、財源を賢く再投資・分配する好循環を実現

問題先送りのままだと、
・保険料大幅増、自己負担大幅増
・保険対象縮小
・アクセス制限拡大

現在 2050年

STEP１ 基盤整備

・医療・介護提供体制適正化の推進

・医療ビッグデータ利活用基盤の整備

・高度専門人材・掛け算人材の育成・誘致

・先制医療・高度医療の実現による重症化予防

・疾病予測を踏まえた予防産業の拡大

・資産寿命延伸とヘルスケア分野への投資促進

基盤整備により
ヘルスケアの
高度化・産業化を促進

高度化・産業化
により財源を確保

STEP２ ヘルスケアの高度化・産業化

・社会保障費の増加抑制

・高齢者向けビジネスの拡大・新規創出

・税収増（法人税・所得税）

STEP３ 医療財政健全化と市場創出

再投資
ワイズ・スペンディング

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

好循環を実現する2050年のありたき姿



２．医療・社会保障：③ 健康寿命延伸に欠かせない資産形成（資産寿命延伸）

 健康寿命が延伸する中、自助による資産形成・フィナンシャルプラン設計が重要に

 資産形成の資金の一部をヘルスケア領域に振り向けることで、健康寿命延伸と資産形成の両輪を

後押し。公的年金に過度に頼らずとも生活できる社会を実現

(出所) みずほ銀行産業調査部作成

金融資産寿命延伸と健康寿命延伸の好循環

資産形成強化 健康寿命延伸
就業期間延伸

賃金所得の増加

ヘルスケア領域
（「ヘルスケア版

SIB」など）

ヘルスケア関連
事業・産業の

拡大

一部を投資
効果的な
サービス、
健康増進

基盤整備

退職 寿命

資産形成期 資産取崩し期

金融資産寿命延伸のイメージ

健康に連動した
保険・金融商品

提供

認知機能低下者
へAI活用による

運用支援

金融資産

自助による
資産形成の

拡大

産業化支援

リターン

長く健やかに安心して暮せる社会の実現
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(出所) みずほ銀行産業調査部作成



３．社会インフラ：① 世界を惹き付ける巨大都市圏、快適な暮らしを支える街

 連結性の高まる３大都市圏は、夫々の特徴・強みを武器に世界のヒト・モノ・カネを惹き付けるスー

パーメガリージョン（ＳＭＲ）として、日本の経済成長を牽引

 地方では、中核都市を中心に、近隣経済圏やスーパーメガリージョンと有機的に繋がるコンパクト＆

ネットワークが実現。モビリティ革命により、地域特性を活かしながら快適な暮らしが可能に

成長を牽引するスーパーメガリージョンと暮らしの基盤となるコンパクト化の進展
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 世界からヒト・モノ・カネを惹き付ける活力を
発揮、日本経済の成長を牽引

 リニア開通、デジタル化・行政機能分散化が
図られることで大規模災害への備えが向上

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

人々の暮らしの基盤となる

コンパクトシティ

世界と競争できるスーパーメガリージョンの形成

リニア中央新幹線

 集約による社会インフラ
整備の効率化、財政
負担軽減

 先端テクノロジー（モビリ
ティ革命等）の実装に
よる快適な暮らし

※青い円は地域中核都市のイメージ



３．社会インフラ：② 日本の牽引役となるスーパーメガリージョン
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 リニア中央新幹線全線開通により三大都市圏の近接性が増し、人口規模世界トップクラスの巨大な

都市圏が誕生

― 世界を惹き付けるビジネス環境を整備。それぞれの都市圏が強み・個性を磨き上げ、機能分化した各拠点都

市間との交流も活発化。行政の電子化や機能分散により大規模災害への備えも

世界を惹き付けるスーパーメガリージョンの在り様

（出所） 国土交通省資料等よりみずほ銀行産業調査部作成

地方
都市

ゲート
ウェイ

ゲート
ウェイ

観光地近畿圏 中京圏 首都圏
短
縮

短
縮

リニア開通による連結性向上

 個性

首都圏 ・・金融/本社機能

中京圏 ・・モノづくり産業

近畿圏 ・・商業/ヘルスケア産業

文化・歴史

⇒各都市の強み・個性を磨き上げ

 一体性

行政手続き共通化

外資呼び込み（アジア・ヘッド

クォーター特区等）

オープンなデータプラットフォーム

活用

 耐久性

東海道新幹線の代替輸送機能

を確保

行政の電子化（電子政府）、

機能分散によるバックアップを

強化

世界の主要都市に引けをとらない、世界を惹き付けるスーパーメガリージョン



3Dの都市データ
（構築物・インフラ）、

地形データ等の
統合

３．社会インフラ：③ デジタル化によるレジリエンスとイノベーション創出力の向上
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 ＳＭＲ内でデータ・プラットフォームを構築、世界をリードするイノベーティブな都市圏を形成

― インフラ稼働状況・ヒト/モノの動きなどのリアルタイムデータと居住者I.D.を連動させたデータ・プラットフォームを

構築。防災への活用と共に、各種データを活用した実証実験等を通じて日本発の新たなビジネスを創出

世界を惹き付けるためのスーパーメガリージョンのデジタル化

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

スーパーメガリージョン

バーチャル・
スーパーメガリージョン

リアルタイム連動

インフラ稼働状況、
交通網、人流、等

居住者の
アカウント

オープンなデータ・プラットフォーム

ヒト・モノ・カネの呼び込み

世界

国・自治体、研究機関、
民間企業、住民

国内

事業者・研究者など、
広くアクセス

世界最大の巨大都市圏のデータを活用した実証
に取組み、日本で新たなビジネスが次々創出

↓
世界を惹き付ける、イノベーティブな国際都市

都市設計への活用やインフラ維持・管理の高度化
↓

災害への耐性を増した、レジリエントな都市



３．社会インフラ：④ 地域の創意工夫を活かしたコンパクトシティ形成
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 生活基盤・利便性維持に向けては、「賢く」市街地を縮小させるコンパクトシティ化が不可欠

― インフラ維持・整備のメリハリや政策的な後押しにより中心部への移転を実現

― 街の利便性向上や活性化のためには、地域の特性や創意工夫の活用、モビリティ革命との調和も重要

コンパクトシティ化の政策対応

（出所）みずほ総合研究所作成

住民と生活基盤の中心部への集約

（出所）みずほ総合研究所作成

住 宅 住 宅

住 宅住 宅

交流施設

病 院

文化施設

商 店学 校

公共機関

中
心
部

郊 外

周辺部

将来： 人口密度低下、社会インフラの維持困難
↓

都市的利便性の維持には、地域の諸機能の集約
＝コンパクト化が不可欠

中心部の再整備 移転のサポート

居住・定着支援

・再開発・基盤整備
・用途等の規制緩和
・地権者の権利調整

・移転費用の助成

・住民や立地事業者に
対する税制優遇

郊外、周辺部について
はインフラ維持負担の
適正化が課題

中心部

地域特性や創意工夫を活かしつつ、交通弱者対策や
防災性向上、テクノロジーの社会実証などに取り組み
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 低炭素化の要請が強まる中、経済効率性や安定供給を満たしつつ、主力電源として再エネの利用

拡大を実現

― 再エネ普及と共に分散型エネルギー事業が拡大、需要家同士を直接結びつけるＰ２Ｐ取引形態へと発展

2050年に向けた環境変化・方向性

化石燃料利用の縮小、
ＣＯ２の80％削減

国産資源の活用・
エネルギー貯蔵能力

強化

既設設備の効率利用
・インフラのスケーラ

ビリティ確保

４．環境・エネルギー：① エネルギー自給化と大幅な温室効果ガス削減を実現

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

Environment

Economic

Efficiency

Energy

Security

2050年の姿

3Eを取り巻く環境変化と2050年の目指すべき姿

・再生可能エネルギーの主力電源化により、
温室効果ガスを80％削減

化石燃料
電源

非化石
電源

・分散型エネルギー利用を最適化するプラット
フォームが実装化

電力Ｐ２ＰＶＰＰ



エネルギー起源CO2排出量（2013年度）と温室効果ガス80%削減
目標の達成に向けた水準

（出所） EDMC等各種資料よりみずほ銀行産業調査部作成

「80％削減目標」達成のための
2050年のエネルギーミックス

 2050年に温室効果ガス排出量を80%削減するためには、2030年に向けた現在の対応（エネルギー
ミックスの達成等）を超える対策が必要

 徹底的な省エネ、再エネの主力電源化などを通じて、2050年には非化石電源比率は凡そ8割に

４．環境・エネルギー：② ２０５０年のエネルギーミックス～再エネを主力電源化
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（百万t-CO2）

（年度）

2013年度対比26%削減
（長期エネルギー需給見通し
（エネルギーミックス）の達成時）

省エネ（ZEH・ZEB等）、
電力化、電源の
非化石化、などが
必要不可欠

2050年の

温室効果ガス
排出可能量

（2013年比80%
減の場合）

（出所）各種資料よりみずほ銀行産業調査部作成
（注） 電力由来CO2排出量を1.5億トンの前提
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 再エネは発電コストの大幅低下と蓄電技術活用により主力電源化。火力は燃料転換（バイオマス、

再エネ由来水素）の推進により、既存設備を有効活用しつつ非化石化を推進

 再エネ由来の水素製造、エネルギー貯蔵と地域間輸送を可能にする水素サプライチェーンを構築

各電源の現在及び2050年ポジショニングイメージ

４．環境・エネルギー：③ 再エネの利用拡大と水素活用による再エネの流通促進

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

発電コスト
（円/kWh）

設備容量
（kW）

再エネ
（除く水力）

再エネ
（除く水力）

火力

大型
火力

コジェネ・
調整力

原子力

水
力

原子力

水力

コスト大幅低下・
蓄電技術活用

燃料転換推進
（バイオマス、水素）

2050年の
位置づけ

現在の
位置づけ

再エネ由来水素サプライチェーンのイメージ

燃料電池・発電等

水素製造

送電網

輸送
圧縮水素
液体水素

水素

地域内
需要家

需要家（最終エネルギー消費）
（動力、ＥＶ、ＦＣＶなど）

燃料電池・発電等

再
エ
ネ
生
産
地

（

地
方

）

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
地

（

都
市
部
等

）
（出所） みずほ銀行産業調査部作成

電力
（再生可能

エネルギー）
水素

電力



５．産業構造：① 構造変化を踏まえたビジネスモデルの変革と日本が狙うべき領域
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 産業を支える各種制度・基盤の整備、テクノロジーの活用を通じた事業環境変化への対応により、

日本企業はグローバルな需要獲得、課題解決への貢献が可能に

構造変化を踏まえた日本の産業構造転換の方向性

日本が注力すべき領域

製造高度化＋サービス・プラットフォーム
高品質のモノ・強いインストールベースを活かした

サービス化対応/エコシステム構築

テクノロジーを活用した強い地方産業創出
ユーティリティサービス提供、農業プラットフォーム

公共サービス分野の産業化
ヘルスケアの産業化、医療ビッグデータを活用

した産業集積・イノベーション

対面による高付加価値サービス
インバウンド・シルバー向け

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

高機能・先端部素材の開発・製造
高度なＲ＆Ｄ基盤を確立し競争優位を維持

制度・基盤の整備

高度人材育成・多様な働き方

テクノロジーの進歩による事業環境変化

経済のサービス化

モノからサービス（シェアリング）、遠隔サービス提供

産業区分/垣根の融解

異業種参入・連携、オープン化

生産プロセス高度化/完全自動化工場

スマイルカーブ化の進展（除く先端領域）
地産地消によるマスカスタマイゼーション

持続可能な医療保険制度

産業と暮らしを支える社会インフラ整備

規制緩和・R&D促進等による事業化促進
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５．産業構造：② 技術力と課題解決力を武器にグローバルで競争力を発揮

日本産業のグローバルベースでの稼ぎ方

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

製品・知財輸出 / 海外進出

 高機能部素材

 モビリティ 等

人材育成（雇用・教育システム）、持続的社会保障、社会インフラ基盤、

エネルギー供給体制、Ｒ＆Ｄ・事業化促進

質の高いサービス

ヘルスケアの産業化

対面サービス 等

モノとサービス先端技術・知財

高機能部素材生産

先端領域のＲ＆Ｄ

グローバル競争力の源泉

 各種の整備された国内基盤、テクノロジーの最大限の利活用をベースとして、先端部素材開発力

やモノのインストールベースを活かしたプラットフォームサービス、課題対応ソリューション・高度

サービスをグローバルに展開

インストールベースを

活かすプラットフォーム

サービス輸出 / 海外進出

 ヘルスケアサービス

 インバウンド 等



５．産業構造：③ 高機能部素材でソリューションを提供 ～「課題解決型素材産業」
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素材産業の目指すべき方向性

日本の素材産業の強み：
 顧客ニーズに合わせた高機能製品の開発力

• 自動車向けハイテン材
• 航空機向け炭素繊維強化プラスチック
• 半導体材料、液晶パネル材料

必要となる打ち手：

 国内Ｒ＆Ｄ基盤の徹底した強化

• 国の基礎研究予算拡充、企業のＲ＆Ｄキャパ拡大
• 産官学の連携強化
• Ｒ＆Ｄにおける先端テクノロジー活用 等

「課題解決型高機能素材産業」
～日本と世界の社会的ニーズに応え課題解決を牽引～

資源・環境
• 創・蓄・省エネ部材開発
• 化石資源代替（生物機能を利用した物質生産、人工光合成など）

モビリティ • 軽量・高靭・高強度な新素材、Additive製造向け金属粉

食料 • 食糧不足問題解決に繋がる技術（革新的肥料・予防農薬）

 高度な顧客ニーズに合わせたハイエンドな部素材開発は日本が強みを有する分野

 官民で構築した強固な国内Ｒ＆Ｄ基盤をベースに革新的素材を生み出す、「課題解決型素材産業」
が世界にソリューションを提供

・・・
・・・

（出所）みずほ銀行産業調査部作成



５．産業構造：④ 周辺産業を巻き込みながらモノとサービスを融合 ～「モビリティ産業」

43

モビリティ産業の構造変化： 統合化とアンバンドル化

 モビリティ領域では、移動モード別に事業主体が分断化された状態から、横断的な事業者が出現。

一方、同時にバリューチェーンはアンバンドル化

― 多様なニーズに応じた最適な移動モードと周辺サービスの組合せによる新たなビジネスモデルを構築

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

移
動
モ
ー
ド
の
統
合
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フ
ォ
ー
マ
ー
（
運
行
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Ａ
Ｉ
）

機器メーカー 個人、運行事業者現在の主な
担い手

異業種連携による
新たなエコシステム形成

• 移動中の新たな
消費スタイル

• 新たな移動ニーズ
の創出

• 移動モード

（モビリティ）の
最適化

• モビリティ（クルマ）
とエネルギー供給
の一体化

外食

小売

レジャー

メディア

建設

物流

エネルギー

各
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン

「製造」での差別化が縮小

将来

将来の
付加価値構造



５．産業構造：⑤ 高度な対面サービス ～「セレンディピティ型サービス産業」
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 消費需要の取り込みは、利便性追及のための究極の自動化業態（「aコマース」）と「高次欲求」に応え

る業態の二つの方向性へ

 高齢者やインバンド需要の多様化に対応した、高度な対面サービスが日本産業の新たな強みに

－「人と人との繋がり」や「絆」から新たな「体験」を提供する高度対面サービス（「セレンディピティ型産業」）

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

社会構造・価値観の変化とテクノロジー進歩に伴うサービス業の分化の方向性

付加価値提供の仕組み 業態イメージ

 テクノロジーがコアの
メガベンダー

（どこでも在庫・配送・受取）

 店舗小売、ＥＣ、物流、
ＩＴ、家電等との統合化

あらゆる
生活データ

社会の変化

 データ共有された
コミュニティ

 店舗小売、レジャー、
メディア、ＩＴ等との
統合化

a（オートメーション）コマース
（究極の自動販売）

セレンディピティ
（価値発見の場の演出）

いつでもどこでも
入手、快適な
暮らしサポート

ニーズ先回り・
気づけば手元／家にある

（＝究極の自動化）

新たな価値と
出会える場の創出

（＝偶然や絆を生み出す）

高齢者の
余暇需要

（健康寿命延伸）

新たな価値観

（ミレニアル世
代、次世代）

家事省力化
（女性活躍等）

二極化する
消費スタイル

街の賑わい
人・モノ・体験との

出会い

絶えざる
利便性の

追求

楽しみや
自己実現
ニーズの
高度化インバウンド

需要の増加



５．産業構造：⑥ 安定した内需創出、海外への知見提供～「総合生活サービス産業」

45

 ヘルスケア産業は、健康寿命の延伸の鍵を握ることに加え、安定した内需の形成、更には海外

への知恵と経験の輸出に繋がる重要分野。そのビジネス領域には無限のポテンシャル

― 保険内・外サービスに止まらず、健康な高齢者の生活を豊かにする等、ヘルスケア関連ビジネスはライフ

ステージに応じた総合生活サービス産業へと進化

（出所） みずほ銀行産業調査部作成

ヘルスケア産業のビジネス領域の拡大

エステ旅行

カラオケ睡眠

保険内サービス

ロボット

フィットネス

化粧品

住宅

家事代行

機能性食品

ペット

モビリティ

保険内サービス
～重点化・効率化～

診断 治療

見守り

ブライダル

新たなヘルスケアサービス
～民間が健康をサポート～

保険外サービス
～保険内サービスの補完～

高齢者生活を豊かにするサービス
～民間が創意工夫～



５．産業構造：⑦ テクノロジー活用による地方の産業強化・創出～「高度化した地方産業」

 各地域の特性・課題に応じたユーティリティサービスの提供を通じて、新たな事業機会を創出

 各地域の営農者を繋ぐ「コネクテッド農業プラットフォーム」を起点としたデータの収集・解析等を通

じたプレシジョンファーミング等の高度化が、強い農業を実現させる

地域に根ざすユーティリティ事業のイメージ

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

テクノロジー活用による「強い農業」
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ユーティリティ・ベンチャー等
（電力、ガス、水道、通信、・・・）

出資

地域Ａ

自治体 地元企業

日本版
シュタットベルケ

【事業内容】
電力、ガス、水道
（コンセッション）

等

自治体 地元企業

日本版
シュタットベルケ

【事業内容】
地域インフラ整備、

余剰電力アグリゲート
等

地域Ｂ

土壌・種苗・生育・収穫・販売価格・流通データ等の共有

コネクテッド農業プラットフォーム

無人化
大規模農場

最先端
植物工場団地

先端バイオ
クラスター

ＡＩ
ロボティクス

遺伝子技術
発酵培養技術

（出所）みずほ銀行産業調査部作成



おわりに
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（出所） みずほ銀行産業調査部作成

日本

誰もがチャレンジできる社会

それぞれの価値観・能力を発揮

多様なライフスタイルを実現

将来不安無く、安心で安全な暮らし

個人・家計

財源は教育に重点投資
チャレンジ型セーフティネットによる機会平等の実現と貧困の再生産の抑止

ビジネス環境整備、新産業育成/Ｒ＆Ｄ促進

財政健全化

政府

需要創出
高度人材

雇用創出
賃金増加

ありたき姿の実現：① 日本の経済・社会構造 ～世界に誇れる日本の姿

世界トップクラスの先端技術力

課題解決により新たな市場を創出
するインキュベーション力

世界で最も高い生産性

産業・企業

制度・セーフティネット・インフラ整備 ビジネス環境整備、産業化・Ｒ＆Ｄ促進

世界

リスペクタブルな
日本に

• 「ヒト」を重視した
社会

• 貧困を再生産させ
ない社会

• 知恵と工夫で課題
を克服する社会

• 資源に依存しない、
多様性のある産業
構造を持つ社会

ありたき姿が実現された日本の経済・社会



（出所）各種資料よりみずほ総合研究所・みずほ銀行産業調査部作成
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日本の稼ぐ力の高まり
（潜在成長率）

財政の悪化に歯止め
（債務残高対ＧＤＰ比）

人口減少に歯止め
（人口動態）

 労働投入はマイナス幅が大幅に縮小

 資本投入は産業構造変化の中で
プラス圏を維持

 生産性（ＴＦＰ）は企業の稼ぐ力
拡大を受け大幅に改善

 持続的な経済成長実現により、強固
な税収基盤

 健康に働く高齢者の増加で支出・
収入双方で財政にプラス

 コンパクトシティの確立による財政
の効率化

 寿命の延伸により人口減少ペースが
鈍化

 ジェンダーレス社会の構築により、
少子化に歯止め

0.5
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ありたき姿の実現：② 2050年の日本経済



50

 国内の課題克服の過程で経験済みのソリューション・知恵を活用し、アジアの発展に貢献

― 単なる経済力ではなく、課題解決力でプレゼンスを示し、アジアの経済発展・社会的豊かさを支える存在に

ありたき姿の実現：③ アジアの課題に寄り添い、アジアの発展を支える日本

「アジアの時代」における日本のプレゼンス： アジアの成長を後押しする日本のソリューション

これまで

人口ボーナス、外資集積、
インフラ整備、資源

将来
高齢化、インフラ老朽化、

都市過密、環境汚染、
人材不足、 ・・・・

日本の課題解決のソリューション

高齢化時代の医療・介護

〔 介護ノウハウ、ヘルスケアの産業化 〕

都市・街づくり

テクノロジーの実装、スーパーメガ
リージョンとの連携

電源開発・クリーンエネルギー

エネルギーサプライチェーン構築、
再エネ普及ノウハウ

人材教育・働き方

〔 学び直し等制度・仕組みづくり 〕

経済・
社会の
発展度

現在 時間軸

【 アジアの課題と発展のイメージ 】

アジアの
課題に寄り
添う日本

アジアの
経済・社会の

発展

中所得国の罠、
社会の疲弊

リスク顕在化

（出所）みずほ銀行産業調査部作成



ありたき姿の実現：④ 日本が目指すべき社会像
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 目指すべき社会像の度合いを図る各指標で世界トップレベルを実現

 株主に加え、従業員、顧客、環境、社会（５つのS)に配慮した企業経営が標準スタイルに（全方位型

資本主義、または５Ｓ経営）

(注） 世界Rankは直近公表時点。（※）は数値が低いほどランクが高い。
（出所）OECD、WHO、ILO、IMF、世界銀行よりみずほ総合研究所作成

目指すべき社会像
～誰もが安心・安全に暮らせる社会

（出所） P.Fドラッカー「ポスト資本主義社会」、原丈人「「公益」資本主義」などより
みずほ総合研究所作成

全方位型資本主義（５S経営）

2050年
ビジョン

指標
世界Rank
（現在）

ありたき姿
の2050年

フェア

ジニ係数（※）
22位/
37ヵ国

TOP10 以内

相対的貧困率（※）
30位/
36ヵ国

TOP10 以内

エンゲージド

健康寿命
1位/

183ヵ国
1位維持

失業率（※）
30位/

188ヵ国
TOP10 以内

サステナブル

１人当たりGDP
22位/

191ヵ国
TOP10 以内

ビジネス環境
34位/

190ヵ国
TOP10 以内

企業

従業員

Staff

株主

Shareholder

社会

Society

環境

Surroundings

顧客

Sales 
Destination

株主を含む５つのＳに配慮し、持続的な成長を目指す
全方位型資本主義（５Ｓ経営）



ありたき姿の実現に向けて：「健全なる危機感の共有」～分水嶺にある日本～
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 遠くて近い２０５０年。今後の１０年が勝負の分かれ目

 誰かがやってくれるわけではない。自助あっての共助

 負担と痛みを分かちあう覚悟
－ 先立つものがなければ何も出来ない（まずは止血を）
－ 時には適切なディスインセンティブ設計も必要

 日本にはまだ強みがある
 本気になったときの日本は強い（明治維新、戦後復興・・・）

When

Who

How

“悲観主義は気分によるものであり、楽観主義は意志によるものである”
アラン『幸福論』（岩波文庫）より

（出所） みずほ銀行産業調査部作成



Kg

walking

good night

120/80
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♪
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なんでもそろう生活 仕事場へは自動運転 今日の仕事場は素敵な喫茶店
新しい商品アイデアを

アジアの人と相談

家についたら
AIから健康アドバイス

午後3時に仕事終了
バーチャルレジャーへ

アイデア会議に参加
新たなノウハウゲット

3Dプリンタで製造
製造・流通は全て機械にお任せ

cafe NEW
PRODUCTS

analysis

idea
idea

DATA

3:00
AM
PM

domestic

US

ASIA

EUROPE

check, 
please

OK

エピローグ ～2050年×月×日、あるヒトの一日

（出所） みずほ総合研究所作成
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エピローグ ～2050年以降の理想的なライフサイクル
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ＩＴ活用で、自宅で一通りの
基礎教育受講（10歳）

特別プログラムで飛び級し、
海外留学（15歳）

身に着けた知識を生かし
Ａ社とＢ社で働く（20歳）

新たな技術を身につける
べく2年間の再教育（25歳）

仕事を極力減らし、ピアノ
を習い、生活を楽しむ（100歳）

Ｃ社が成功、売却後Ｄ社設立
するとともにNGO設立。（40歳）

創業してＣ社をつくり、
Ａ社・Ｂ社と取引（30歳）

（出所） みずほ総合研究所作成

病気になっても、再生医療で
すぐに回復（60歳）

English Programming

Science

History

HO CH2OHCH3

H3C

NGONEW 
COMPANY



お知らせ
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 本日の基調講演の内容の詳細版は、

Oneシンクタンクレポートとして

近刊予定です

― MIZUHO Research & Analysis 

No.15「2050年のニッポン ～課題

を乗り越え、輝き続けるために」

― 12月21日（木）にウェブアップ

（予定）

【調査レポート掲示先】

みずほフィナンシャルグループトップページ → ＜みずほ＞について → 企業活動 → Oneシンクタンク

（ https://www.mizuho-fg.co.jp/company/activity/onethinktank/index.html ）
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